
◎基本情報

主

副

● 対象 ○ 対象外 ● 対象 ○ 対象外

○ 経常経費 ● 臨時的経費

○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理

○ 直営　 ○ 一部委託 ● 全部委託　 ○ 補助助成　 ○ その他

◎事業費

計（事業費＋人件費） 61,251 64,200 59,819 65,200

事業費

の内訳

令和3年度決算

５２，６１９千円（委託費５０，２６８千円、施設使用料１，２６５千円、通信費等６３７千円、その他消
耗品購入費等４４９千円）

令和4年度予算

５８，０００千円（委託費５５，０４６千円、施設使用料１，２６０千円、通信費等７２６千円、その他消
耗品購入費等９６８千円）

人工 1.0 1.0 1.0 1.0

人件費 7,200 7,200 7,200 7,200

事業費 54,051 57,000 52,619 58,000

うち特定財源 26,995 28,500 0 0

（単位：千円）

令和2年度決算 令和3年度予算 令和3年度決算 令和4年度予算

0 年度

関連法令・条例・
要綱等

他都市の状況

東京都の「女性しごと応援テラス」、広島県の「わーくわくママサポートコーナー」など多くの都市で女性の就職相談
窓口があるが、就職の動機付けがされた者を支援する施設が多い。本市のような就労と保育の一体的な相談窓
口は政令市初。

実施結果

令和３年度実績
・新規登録数：５２４人
・個別相談者数：３９７人
・職場体験実施日数：２０４日（体験参加者２３人中、就職者数１８人（就職率７８．３％）
・就職者数（継続含）：１５９人
（ＡＰ２０１９指標）就職を希望する登録者のうち、就職活動を始めた人の割合：５０．３％

事業実施における
工夫点

感染症拡大の影響を踏まえ、オンライン相談などの非対面サービスを強化するとともに、利用者のニーズに応え
在宅ワークに係る支援を実施。

対象者 子育て中の女性、就労継続を希望する女性 開始 平成30 年度 終了

事業の性質

事
業
内
容

実施形態

目的

短期

漠然と働くことを考える潜在的求職者の掘り起しを行うとともに、多彩なメニューの中からそれぞれに適した支援を
実施することで、希望に合った就職を実現する。

長期

女性ひとりひとりの希望にあった働き方の実現を図り、女性の有業率向上を目指す。

取組内容

漠然と働きたいと考えていながらも、不安や悩みを持っていることから就職活動に踏み切れない子育て中の女性
を対象に、希望にあった働き方をサポートする。
専任のカウンセラーによる就労と保育の一体的な相談のほか、セミナーの開催や出張相談、就職に向けた職場体
験等を実施する。
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◎検証（振り返り）

□ 企画 □ 実施 ■ 評価 □ 対象外 □ 回答 ■ 反映

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

千
円

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

● 改善 ○ 現状維持 ○ 休止・廃止

○ 拡充 ● 現状維持 ○ 縮小 ○ その他

千
円

今回の評価

評価の理由
成果指標はわずかに目標を下回ったものの、相談件数は大幅に伸びており、アンケート調査でも９割以上の
参加者から満足度の高さをうかがうことができたため。

次年度の
取組の
方向性・
改善内容

事業
内容

・認知度の向上（ターゲット層の集まるイベントへの参加、ＳＮＳの活用等）
・より気軽に利用できるメニューの検討（ホームページの拡充、職場見学ツアーの開催）
・直接的な就労支援に繋がるメニューの検討（小規模合同企業説明会の実施）

予算
既存メニューの内容を充実させながら、現状の予算規模を維持する。

見直し効果額 0

前回の評価

今年度取り組んだ
見直し内容

・イベントやＳＮＳによる周知強化
・在宅ワークスキル習得講座の開始 見直し効果額

（前年度）
0

市民参加の実施 市民参加結果への対応

今後の改善点

・新規利用者の増加に向けて、ターゲット層の集まるイベントやＳＮＳを活用し、窓口の認知度向上に取り組
む。
・利用者のニーズが高い在宅ワークに係る支援を更に強化する（スキル習得講座の実施・拡充）
・セミナー動画のオンデマンド視聴等、非対面メニューを拡充する。

事業の実施手法
（事業の効率性、

実施主体は適切か）
A

実施に当たっては、専門的な知識や経験を持つ民間企業のノウハウを最大限に活用する必要が
あることから、公募型企画競争により業務委託先を決定している。
なお、東京都では女性の就職相談窓口を運営しており、当事業と同様に民間企業に業務を委託
しているところ。

対象者の満足度
（対象者のニーズ
に応えているか）

A

継続した個別相談の利用者がいるほか、セミナー受講者に実施したアンケートにおいて、９割以
上が「とても参考になった」「参考になった」と回答しており、利用者のニーズには応えられている。

事業の成果
（目的をどの程度
達成できたか）

B

新型コロナウイルス感染症の影響により、新規登録者数及び職場体験実施日数等は低調に推移
している一方で、メールや電話での相談増加により、個別相談件数は増加している（Ｒ２：９２１件
→Ｒ３：１，４１７件）。
※個別相談件数のうち、令和３年度に新たに設置した在宅ワーク相談コーナーの利用は５５件。

事業規模
（事業ボリューム

は適切か）
A

子育て中の女性の多様な相談にきめ細やかに応じるため、また、新型コロナウイルスの影響によ
り、さらに多様化している子育て女性の就業ニーズに対応していくためには現状の規模が必要で
あり、セミナーについても概ね定員を充足する程度の申込があるため、適切な事業規模と考えて
いる。

項目 判定 理由

60% 78.30% 60%

成果指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

成果指標１

指標名 職場体験参加者のうち、就職に至った人の割合

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

75.00%

60%

活動指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

活動指標１

指標名 就職を希望する登録者のうち、就職活動を始めた人の割合

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

46.70% 53% 50.30%


